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コ ー ド 番 号 646 2 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.riken.co.jp/ir/index.html）
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問合せ先責任者 役 職 名 管 理 部 経 理 部 長

氏 名 中 島 　 正 郎 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 3230－3911

中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 19日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       30,137     0.6       2,002    △8.7       2,134    △1.3
14年 9月中間期       29,957    △2.3       2,193     1.2       2,162     5.0

15年 3月期       62,909－        5,427－        4,915－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期        1,348    16.0          12.98
14年 9月中間期        1,162    △3.7          11.15

15年 3月期        3,711－          35.38

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期    103,914,818株 14年 9月中間期    104,290,675株
15年 3月期    104,134,764株

2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           0.00－

15年 3月期 －           8.50

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       58,353       23,407     40.1        225.28
14年 9月中間期       59,049       20,342     34.5        195.57

15年 3月期       58,496       22,868     39.1        219.78

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期    103,903,448株 14年 9月中間期    104,016,818株
15年 3月期    103,925,693株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期      2,581,219株 14年 9月中間期      2,467,849株
15年 3月期      2,558,974株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       63,000       5,300       3,000          8.50          8.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          28円87銭

※ 　 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
　 　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
　 　 な お 、 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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  個別中間財務諸表等 

  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
 

  前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金  2,520   1,954   1,965   

 ２ 受取手形  3,527   3,513   3,715   

 ３ 売掛金  13,493   13,077   14,283   

 ４ たな卸資産  5,213   4,792   4,374   

 ５ 繰延税金資産  552   677   601   

 ６ その他  1,553   1,870   1,454   

   貸倒引当金  △289   △184   △543   

   流動資産合計   26,571 45.0  25,702 44.0  25,852 44.2 

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１ 
※２          

  (1) 建物  5,659   5,320   5,488   

  (2) 機械及び装置  8,356   8,324   8,167   

  (3) その他  3,543   3,635   3,676   

   有形固定資産合計  17,559   17,280   17,332   

 ２ 無形固定資産  624   487   579   

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券  1,555   3,060   3,048   

  (2) 関係会社株式  5,830   5,835   5,835   

  (3) 繰延税金資産  5,273   4,508   4,300   

  (4) その他  1,875   1,579   1,803   

    貸倒引当金  △241   △101   △256   

   投資その他の 
   資産合計  14,293   14,883   14,731   

   固定資産合計   32,477 55.0  32,651 56.0  32,644 55.8 

   資産合計   59,049 100.0  58,353 100.0  58,496 100.0 
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  前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形  3,051   3,104   2,931   

 ２ 買掛金  4,568   4,784   5,036   

 ３ 短期借入金 ※２ 19,917   9,605   18,135   

 ４ 未払費用  525   691   549   

 ５ 未払法人税等  1,219   990   1,749   

 ６ 賞与引当金  1,275   1,209   1,275   

 ７ その他  2,564   2,902   2,793   

   流動負債合計   33,120 56.1  23,288 39.9  32,473 55.5 

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金 ※２ 49   8,386   47   

 ２ 退職給付引当金  4,554   2,292   2,124   

 ３ 投資損失引当金  475   473   475   

 ４ 債務保証損失引当金  506   506   506   

   固定負債合計   5,585 9.4  11,658 20.0  3,154 5.4 

   負債合計   38,706 65.5  34,946 59.9  35,628 60.9 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   8,573 14.5  8,573 14.7  8,573 14.7 

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金  6,604   6,604   6,604   

 ２ その他資本剰余金  ―   0   ―   

資本剰余金合計   6,604 11.2  6,604 11.3  6,604 11.3 

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 利益準備金  1,457   1,457   1,457   

 ２ 任意積立金  3,167   5,595   3,167   

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益  1,481   2,039   4,030   

利益剰余金合計   6,106 10.4  9,092 15.6  8,655 14.8 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   6 0.0  114 0.2  5 0.0 

Ⅴ 自己株式   △948 △1.6  △978 △1.7  △970 △1.7 

資本合計   20,342 34.5  23,407 40.1  22,868 39.1 

負債資本合計   59,049 100.0  58,353 100.0  58,496 100.0 
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② 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 百分比 
(％) 

金額(百万円) 百分比 
(％) 

金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   29,957 100.0  30,137 100.0  62,909 100.0 

Ⅱ 売上原価   23,679 79.0  23,899 79.3  49,269 78.3 

   売上総利益   6,277 21.0  6,237 20.7  13,639 21.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   4,084 13.7  4,235 14.1  8,212 13.1 

   営業利益   2,193 7.3  2,002 6.6  5,427 8.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  486 1.6  622 2.1  961 1.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  516 1.7  489 1.6  1,473 2.3 

   経常利益   2,162 7.2  2,134 7.1  4,915 7.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ―  362 1.2  2,276 3.6 

Ⅶ 特別損失 ※４  111 0.4  473 1.6  376 0.6 

   税引前中間(当期) 
   純利益   2,050 6.8  2,024 6.7  6,815 10.8 

   法人税、住民税 
   及び事業税  1,230   1,034   2,521   

   法人税等調整額  △342 888 2.9 △357 676 2.2 582 3,103 4.9 

   中間(当期)純利益   1,162 3.9  1,348 4.5  3,711 5.9 

   前期繰越利益   318   333   318  

   退職給与積立金 
   取崩額   ―   357   ―  

   中間(当期) 
   未処分利益   1,481   2,039   4,030  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
     償却原価法(定額法) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 
     移動平均法による原価法 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 
同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 
同左 

  ③ その他有価証券 
     時価のあるもの 

      中間決算末日の市場価
格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本
直入法により処理し、

売却原価は移動平均法
により算定) 

  ③ その他有価証券 
     時価のあるもの 

同左 
 

 
 

 
 

  ③ その他有価証券 
     時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等
に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法
により処理し、売却原

価は移動平均法により
算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価
法 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 
   製品、原材料、仕掛品、貯蔵

品とも移動平均法による原価
法を採用している。 

 (2) たな卸資産 
同左 

 (2) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

    定率法によっている。 
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属
設備は除く。)については、
定額法を採用している。 

    耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい
る。 

    なお、取得価額が10万円以
上20万円未満の少額減価償却

資産については、事業年度ご
とに一括して３年間均等償却

する方法を採用している。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

    定率法によっている。 
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属
設備は除く。)については、
定額法を採用している。 

    耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい
る。 

    なお、取得価額が10万円以
上20万円未満の少額減価償却

資産については、取得時に全
額費用処理する方法を採用し

ている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

    定率法によっている。 
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属
設備は除く。)については、
定額法を採用している。 

    耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい
る。 

    なお、取得価額が10万円以
上20万円未満の少額減価償却資

産については、事業年度ごとに
一括して３年間均等償却する方

法を採用している。 
 (2) 無形固定資産 
    定額法によっている。 

    耐用年数については、法人
税法に規定する方法と同一の

基準によっている。 
    なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に
おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してい
る。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 
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前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    貸倒損失に備えるため、下

記の基準に基づき計上してい
る。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    貸倒損失に備えるため、下

記の基準に基づき計上してい
る。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    貸倒損失に備えるため、下

記の基準に基づき計上してい
る。 

  ① 一般債権 
     貸倒実績率によってい

る。 

  ① 一般債権 
同左 

  ① 一般債権 
同左 

  ② 貸倒懸念債権及び破産 
    更生債権 
     財務内容評価法によって

いる。 

  ② 貸倒懸念債権及び破産 
    更生債権 

同左 

  ② 貸倒懸念債権及び破産 
    更生債権 

同左 

 (2) 賞与引当金 
    従業員への賞与の支払いに

備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当
中間会計期間に帰属する額を
計上している。 

 (2) 賞与引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
    従業員への賞与の支払いに

備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当
事業年度に帰属する額を計上
している。 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員等の退職給付に備え

るため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会計期間
末において発生していると認
められる額を計上している。 

    数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法によ
り、それぞれ発生時の翌事業
年度から費用処理することと
している。 

 (3) 退職給付引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員等の退職給付に備え

るため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認めら
れる額を計上している。 

    数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による定額
法により按分した額をそれぞ
れ発生時の翌事業年度から費
用処理することとしている。
厚生年金基金の代行部分返上
に関し、「退職給付会計に関
する実務指針（中間報告）」
（日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第13号）第47－
２項に定める経過措置を適用
し、厚生労働大臣から、将来
分支給義務免除の認可を受け
た日において代行部分に係る
退職給付債務と返還相当額の
年金資産を消滅したものとみ
なして会計処理している。こ
れに伴い特別利益に2,274百
万円を計上している。なお、
平成15年３月31日現在におい
て測定された年金資産の返還
相当額は14,890百万円であ
る。 

 
  



ファイル名:110_a_0887000661512 更新日時:11/19/2003 9:00 AM 印刷日時:03/11/19 9:50 

― 38 ― 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (4) 投資損失引当金 
    投資有価証券及び関係会社

株式等の価値の減少による損
失に備えるため、投資先の財
政状態等を勘案し、個別検討
による必要額を計上してい
る。 

 (4) 投資損失引当金 
同左 

 (4) 投資損失引当金 
同左 

 (5) 債務保証損失引当金 
    関係会社への債務保証の損

失に備えるため、保証先の資
産内容等を勘案して計上して
いる。 

 (5) 債務保証損失引当金 
同左 

 (5) 債務保証損失引当金 
同左 

４ リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ている。 

４ リース取引の処理方法 
同左 
 
 
 
 
 

４ リース取引の処理方法 
同左 
 
 
 
 
 

５ ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
    金利スワップについては特

例処理の要件を満たしているた
め、特例処理を採用している。 
② ヘッジ手段 

     金利スワップ 
  ③ ヘッジ対象 
     借入金利息 
  ④ ヘッジ方針 
    デリバティブ取引について

の基本方針は経営会議で決定さ
れ、取引権限及び取引限度額を
定めた社内管理規程を設け、金
利変動リスクを回避する目的
で、金利スワップ取引を利用す
ることとしている。 

５ ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

同左 
 
 
  ② ヘッジ手段 

同左 
③ ヘッジ対象 

同左 
  ④ ヘッジ方針 

同左 
 
 
 
 
 

５ ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

同左 
 
 

② ヘッジ手段 
同左 

③ ヘッジ対象 
同左 

  ④ ヘッジ方針 
同左 
 
 
 
 
 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 
   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい
る。 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 
同左 

６ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 
同左 
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会計処理の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

――――― 
 

 
 

 
 
 

 

――――― 
 

 
 

 
 
 

 

(自己株式及び法定準備金取崩等会
計) 

当事業年度から「企業会計基準第
１号 自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（平成14年
２月21日 企業会計基準委員会）を
適用している。これによる当事業年

度の損益に与える影響は軽微であ
る。 

――――― 
 

 
 

 
 

 

――――― 
 

 
 

 
 

 

（貸借対照表） 
財務諸表等規則の改正により当事

業年度から「資本準備金」は「資本
剰余金」の内訳と「利益準備金」

「任意積立金」「当期未処分利益」
は「利益剰余金」の内訳として表示

している。 

――――― 
 

――――― （１株当たり当期純利益に関する  
会計基準等） 

当事業年度から「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成14年９月25日 
企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適
用指針第４号）を適用している。 

 なお、同会計基準及び適用指針の 
適用に伴う影響については、（１株 
当たり情報）注記事項に記載のとお

りである。 

――――― 
 

（少額減価償却資産） 
少額減価償却資産については、

従来、有形固定資産に計上し、一
括して３年均等償却していたが、

当該資産の最近における使用状況
等を勘案し、事務処理等の効率化

と財務体質の一層の健全化を図る
ため、当中間会計期間より取得時

に全額費用処理する方法に変更し
た。 

これに伴い、前事業年度末残高
を一括償却し、特別損失に計上し

ている。 
なお、この変更により、従来と

同一の方法によった場合に比べ、

経常利益が12百万円、中間純利益
が99百万円それぞれ減少してい

る。 

――――― 
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追加情報 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

(自己株式及び 
法定準備金取崩等会計) 

当中間会計期間から「企業会計基準
第１号 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」(平成14
年２月21日 企業会計基準委員会)
を適用している。これによる当中間

会計期間の損益に与える影響は軽微
である。なお、前中間会計期間にお

ける自己株式は流動資産の「その
他」及び固定資産の「投資その他の

資産」に含まれており、その金額
は、それぞれ総額０百万円及び801

百万円である。 

――――― 
 

――――― 
 

(中間貸借対照表) 
 中間財務諸表等規則の改正により

当中間会計期間から「資本準備金」
は「資本剰余金」の内訳と「利益準

備金」「任意積立金」「中間未処分
利益」は「利益剰余金」の内訳とし

て表示している。 

――――― 
 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 減価償却累計額 
有形固定資産 47,667百万円

 

※１ 減価償却累計額 
有形固定資産 46,369百万円

 

※１ 減価償却累計額 
有形固定資産 46,815百万円

 
※２ 下記有形固定資産につき、工

場財団を抵当設定し、下記借
入金の担保に供している。 

※２       ――――― 

 

※２ 下記有形固定資産につき、工

場財団を抵当設定し、下記借
入金の担保に供している。 

建物 3,865百万円 

機械及び装置 1,430 

その他の 
有形固定資産 819 

合計 6,115 
 

 建物 3,758百万円 

機械及び装置 1,261 

その他の 
有形固定資産 818 

合計 5,839 
  

短期借入金 9,900百万円 
 

 短期借入金 8,900百万円 
 

※ 偶発債務 

  下記の通り銀行借入保証を行っ
ている。なお、金額は当社の実

質保証額である。 

保証先 
保証額 

(債務保証損失 
引当金控除後) 

保証債務  

 P.T.パカルティリケン 
 インドネシア 

194百万円 
(内、外貨額 
333千米ドル) 

 廈門理研工業有限公司       117 
(8,000千人民元) 

 従業員住宅ローン 
 保証残高       174 

合計       486 
 

※ 偶発債務 

  下記の通り銀行借入保証を行っ
ている。なお、金額は当社の実

質保証額である。 

保証先 
保証額 

(債務保証損失 
引当金控除後) 

保証債務  

 P.T.パカルティリケン 
 インドネシア 

114百万円 
 

 従業員住宅ローン 
 保証残高 

      144 

合計       259 
 

※ 偶発債務 

  下記の通り銀行借入保証を行っ
ている。なお、金額は当社の実

質保証額である 

保証先 
保証額 

(債務保証損失 
引当金控除後) 

保証債務  

 P.T.パカルティリケン 
 インドネシア 

187百万円 
(内、外貨額 
333千米ドル) 

 従業員住宅ローン 
 保証残高 

      153 

合計       340 
 

 (1)外貨建の保証債務額は中間期末

日現在の為替相場によって換算
している。 

 (1)       ――――― 

 

 (1)外貨建の保証債務額は期末日現

在の為替相場によって換算して
いる。 

※ 輸出為替手形(信用状なし)割引
高は、213百万円である。 

※ 輸出為替手形(信用状なし)割引
高は、215百万円である。 

※ 輸出為替手形(信用状なし)割引
高は、270百万円である。 

※ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその
他に含めて表示している。 

※ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその
他に含めて表示している。 

※ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその
他に含めて表示している。 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 
受取利息 6百万円

受取配当金 113 
生命保険金 
及び配当金 26 

技術料収入 189 
 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 
受取利息 8百万円

受取配当金 265 
生命保険金 
及び配当金 78 

技術料収入 185 
 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 
受取利息 14百万円

受取配当金 165 
生命保険金 
及び配当金 195 

技術料収入 376 
 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 
支払利息 148百万円
たな卸資産 
廃却損 83 

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 
支払利息 138百万円
たな卸資産 
廃却損 37 

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 
支払利息 291百万円
たな卸資産 
廃却損 442 

 
※３ 特別利益のうち重要なもの 

――――― 
※３ 特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金 
戻入 360百万円

 

※３ 特別利益のうち重要なもの 
厚生年金基金 
代行部分返上
益 

2,274百万円

 
※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産 
廃却損 
(機械装置等 
廃却損) 

68百万円

役員退職 
慰労金 30 

投資有価証券 
等評価損 12 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 
固定資産 
廃却損 
(機械装置等 
廃却損) 

27百万円

役員退職 
慰労金 357 

  
 

※４ 特別損失のうち重要なもの 
固定資産 
廃却損 
(機械装置等 
廃却損) 

278百万円

役員退職 
慰労金 30 

投資有価証券 
等評価損 15 

 
※  減価償却実施額 

有形固定資産 1,242百万円

無形固定資産 125 
 

※  減価償却実施額 
有形固定資産 1,211百万円

無形固定資産 104 
 

※  減価償却実施額 
有形固定資産 2,640百万円

無形固定資産 240 
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引    (借主側) 
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引    (借主側) 
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引    (借主側) 
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

機械及び 
装置 1,073 380 693 

車両 
運搬具 32 12 20 

工具器具 
及び備品 278 170 107 

ソフト 
ウェア 211 155 55 

合計 1,595 718 877 

 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

機械及び 
装置 1,080 488 592 

車両 
運搬具 41 15 25 

工具器具 
及び備品 250 185 65 

ソフト 
ウェア 54 33 20 

合計 1,427 723 703 

 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

 
期末残高 
相当額 

(百万円) 

機械及び 
装置 1,080 434 646 

車両 
運搬具 35 15 20 

工具器具 
及び備品 258 167 91 

ソフト 
ウェア 210 168 41 

合計 1,585 786 798 

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利
子込み法により算定してい

る。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利
子込み法により算定してい

る。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により
算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年以内 205百万円

１年超 671 

合計 877 
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年以内 167百万円

１年超 536 

合計 703 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 
１年以内 189百万円

１年超 609 

合計 798 
 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定して

いる。 
３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 
(1) 支払リース料 106百万円

(2) 減価償却費相当額 106 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相
当額 

(1) 支払リース料 104百万円

(2) 減価償却費相当額 104 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相
当額 

(1) 支払リース料 210百万円

(2) 減価償却費相当額 210 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ

ている。 
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(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成14年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

 

(当中間会計期間末)(平成15年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

 

(前事業年度末)(平成15年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり純資産額 195.57円
 

１株当たり純資産額 225.28円
 

１株当たり純資産額 219.78円
 

１株当たり中間純利益 11.15円
 

１株当たり中間純利益 12.98円
 

１株当たり当期純利益 35.38円
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 ―円
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 12.97円
 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 ―円
 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式がないため記載
していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式がないため記載
していない。 

(追加情報) 
当中間会計期間から「１株当たり当
期純利益に関する会計基準」(企業会
計基準第２号)及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第４号)
を適用している。 
なお、同会計基準及び適用指針を前
中間会計期間及び前事業年度に適用
して算定した場合の１株当たり情報
については、それぞれ以下のとおり
となる。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

183.21円 192.44円 
  

１株当たり中間純利
益金額 

１株当たり当期純利
益金額 

11.34円 24.85円 
  

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

―円 ―円 
  

────── (追加情報) 
当事業年度から「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」(企業会計基
準第２号)及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」(企
業会計基準適用指針第４号)を適用し
ている。 
同会計基準及び適用指針を前事業年
度に適用した場合の１株当たり情報
については、それぞれ以下のとおり
となる。 

 
１株当たり純資産額 
             192.44円 
 
１株当たり当期純利益 
              24.85円 
 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
                               ―円 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

損益計算書上の 
中間(当期)純利益(百万円) 1,162 1,348 3,711 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 1,162 1,348 3,683 

普通株主に帰属しない金額 
利益処分による役員賞与金(百万円) 

― ― 28 

期中平均株式数(千株) 104,290 103,914 104,134 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純
利益の算定に用いられた普通株式増加数 
新株予約権(千株) 

― 18 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益の算定
に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類(新株
予約権の数2,420個)。 

新株予約権１種類(新株
予約権の数1,970個)。 

新株予約権１種類(新株
予約権の数2,431個)。 

 

 
 


